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大都市制度調査特別委員会記録 

 

日 令和５年７月13日（木） （閉会中） 

時 
休    憩 

午前９時59分 開議 （  な    し  ） 午前11時24分 散会 

場  所 第１委員会室 

 小松﨑 文 嘉 青 山 雅 紀 石 川 美 香 岳 田 雄 亮 

出 席 委 員 野 島 友 介 山 崎 真 彦 安 喰 初 美 阿 部   智 

 亀 井 琢 磨 田 畑 直 子 石 井 茂 隆  

欠席委員 な  し 

担当書記 石 黒 薫 子 渡 邉 健 嗣   

説 明 員 

総合政策局 

総合政策局長 峯村 政道 総合政策部長 堺  逸樹 

政策調整課長 三浦 賢太郎 総括主幹 中島 大悟 

財政局 

財政部参事（資金

課長事務取扱） 

高橋 大樹 財政課長 大畑 晃 

 

調査案件 

「令和６年度国の施策及び予算に関する提案」について 

「令和６年度国の施策及び予算に対する重点要望」（千葉市重点要望）につ

いて 

協議案件 
今期の委員会の進め方について 

委員会視察について 

そ の 他 委員席の指定 

            委 員 長     小松﨑 文 嘉 
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午前９時59分開議 

 

○委員長（小松﨑文嘉君） ただいまから大都市制度調査特別委員会を開きます。 

 

委員席の指定 

 委員席につきましては、ただいまお座りの席を指定いたしたいと思いますので、御了承願い

ます。 

 本日行います案件は、調査２件でございます。進め方の順序に従って進めてまいります。 

 ちなみに、サイドブックスのしおりの９番のほうに今日の書類はございますので、よろしく

お願いします。 

 案件調査の後、今期の委員会の進め方や委員会視察の件について御協議いただきたいと存じ

ますので、よろしくお願いいたします。 

 

「指定都市の令和６年度国家予算等への対応」について 

○委員長（小松﨑文嘉君） それでは、案件調査に入ります。 

 初めに、お手元の進め方にはございませんが、当委員会の開催は国家予算要望に係る諸会議

と密接に関連していますことから、まず、政令指定都市の令和６年度国家予算等への対応につ

いて当局より説明を聴取いたし、委員の皆様は、しおり１番、しおりの中の資料１をお開きい

ただきたいと思います。 

 それでは、当局の説明をお願いいたします。総合政策局長。 

○総合政策局長 おはようございます。総合政策局でございます。 

 まず、指定都市20市が共同で行います令和６年度国家予算等への対応につきまして御説明を

させていただきます。 

 それでは、総合政策部長から説明いたしますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 総合政策部でございます。どうぞよろしくお願いをいたします。 

 それでは、指定都市の令和６年度国家予算等への対応につきまして、資料に基づき、その概

略を説明申し上げます。 

 資料１を御覧ください。 

 資料１の、項目が幾つかございますが、まず１、令和６年度国の施策及び予算に関する提案

について、白本についての御説明でございます。 

 こちらは、令和６年度の国家予算の編成に先立ちまして、具体的には、概算要求の取りまと

めに入る段階に合わせまして、国に提案すべき特に重要な指定都市共通の事項を取りまとめた

ものであります。提案書の表紙が白い色をしておりますことから、通称、白本と呼んでおりま

す。 

 この白本の取りまとめの経緯でございます。４月から６月にかけまして、各行政分野の原局

局長会議、また、市長会の窓口・財政担当局長合同会議におきまして、提案事項の協議を行い、

最終案を作成したところでございます。内容につきましては、後ほど御説明申し上げます。 

 本日、この委員会の中で白本について御了承いただきますれば、その後、市長そして議長の
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決裁を経まして、指定都市市長会事務局に報告する予定でございます。また、ほかの指定都市

につきましても、同様の手続を取ることとしてございます。 

 このように作成いたしました白本に基づきまして、７月の下旬から、指定都市の市長、議長

が分担いたしまして、政党や省庁への要望活動を行ってまいります。本市は、今回担当となっ

ておりますのが厚生労働省でございますので、今後、要請活動を行ってまいる予定でございま

す。 

 続きまして、２番でございます。大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望に

ついてでございます。 

 こちらの要望書は、大都市行政を総合的に進める上で不可欠な税財政の充実を図ることを目

的といたしまして、税財政制度の改正に関し、中長期的な観点から指定都市の要望をまとめる

ものでございまして、表紙が青い色をしておりますことから、通称、青本と呼んでおります。 

 こちら、青本の取りまとめのスケジュールですが、７月から８月にかけまして開催予定の指

定都市の財政担当課長会議、税務主管者会議、財政担当局長会議におきまして、内容の協議を

行うこととしております。 

 そして、９月中旬でございますが、青本について市長及び議長の決裁を経まして、指定都市

市長会事務局に報告をいたしまして、10月中旬から下旬頃、指定都市を代表いたしまして、今

年度の青本の幹事市であります神戸市の市長、議長によりまして要望活動が行われる予定でご

ざいます。 

 続きまして、３番、青本及び各市の重点要望に関する党派別の要望活動についてでございま

す。 

 10月上旬から中旬頃に開催されます指定都市の税財政関係特別委員会の委員長会議におきま

して、小松﨑委員長には、党派別要望活動につきまして御協議をいただくこととなってござい

ます。その後、11月にかけまして、青本及び各市の重点要望事項について、各市の税財政関係

特別委員会の代表により、党派別の要望活動が予定されているところでございます。 

 最後に、４番でございます。政府予算案閣議決定前の対応についてでございますが、閣議決

定が見込まれます12月中旬から下旬にかけまして、白本で提案した項目に関する国家予算案の

編成状況などについて情報収集また分析を行いまして、必要に応じて政党や関係省庁への要請

活動を行う予定でございます。 

 以上、今年度の対応につきましての概略の説明を申し上げました。 

 

「令和６年度国の施策及び予算に関する提案」について 

○委員長（小松﨑文嘉君） 続きまして、令和６年度国の施策及び予算に関する提案について

を議題といたします。 

 本件につきましては、政令指定都市20市の市長、議長の連名をもって国に提案するものでご

ざいます。当委員会における調査の後、議長及び市長による関係省庁並びに政党への要請活動

を実施することになっております。 

 委員の皆様は、しおり２番、資料２をお開きください。開けますかね。 

 それでは、本提案についての当局の説明をお願いいたします。 

○総合政策局長 令和６年度国の施策及び予算に関する提案、いわゆる先ほど申し上げました



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－4－ 

白本でございますが、全20政令市による担当局長会議等の協議を経て、取りまとめたものでご

ざいます。 

 それでは、資料の２を御覧いただきながらの説明となりますが、左が昨年の提案項目、令和

５年度予算への提案でございまして、右が今年の提案項目、令和６年度予算への提案となって

ございます。 

 今年度は、昨年と比べて項目が絞り込まれておりますが、これは令和４年度に、指定都市市

長会の会長である神戸市長の提案によりまして、白本、青本の在り方の見直しが行われたこと

によるものでございます。 

 白本、青本の見直しの内容及び令和６年度白本の内容につきましては、総合政策部長から御

説明をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 それでは私のほうから、まず白本、青本の見直しの概略につきまして御説明

を申し上げます。 

 恐れ入りますが、資料の３を御覧ください。 

 こちらの内容は、昨年秋の指定都市サミットの中で決定されまして、また、指定都市議長会

でも報告された内容でございます。 

 １番のところで、表の中に３点、①から③まで見直し項目がございます。 

 主立ったところを申し上げますと、まず①の要望項目の重点化、絞り込みにつきましては、

指定都市特有または共通の要望への重点化を行ってございます。 

 また、②重複掲載の解消でございますが、税財政制度に係る長期的な要望項目、こちらは原

則として、これまで白本でも青本でも書いてあったんですが、青本のほうで要望して、白本に

は掲載しないということになってございます。 

 恐れ入ります、先ほどの資料２にお戻りいただけますでしょうか。 

 以上のような見直しの考え方に基づきまして、今年度の白本におきましては、ちょっと左か

ら右に御覧いただくんですが、新型コロナウイルス感染症につきましては、引き続き項目とし

ては１つということになってございます。 

 また、財政・大都市関係制度につきましては、先ほどの青本との重複の関係から、昨年度５

項目ございましたが、今回は２項目ですね、交付税と多様な大都市制度、そしてその下、個別

行政分野関係につきましては、昨年度は10項目ございましたが、これを８項目への絞り込みを

行っておりまして、全体としては、今回は11項目という構成でございます。 

 なお、昨年度、個別行政分野の中で、15番、下水道事業の強靱化のための財源確保という項

目がございました。こちらは、大項目としては今回消えているんですが、実は今年度の要望項

目の７番、インフラ施設の長寿命化対策及び国土強靱化の推進というところで、内容的には記

述を盛り込んでございます。 

 見直しの概略につきましては、以上でございます。 

 それでは、続きまして、令和６年度白本の内容につきまして御説明申し上げます。 

 資料の４を御覧ください。 

 こちら、要請項目の概要版になってございまして、こちらで御説明を申し上げたいと思いま

す。 
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 まず、１ページでございます。 

 初めに、感染症や物価高騰への対応でございます。 

 新型コロナウイルス感染症の５類移行や、エネルギー価格等の物価高騰を踏まえまして、１

から４の大きく４点を求めております。 

 １点目は、感染症対策に関する指定都市の権限が限定的となっていることから、道府県知事

の権限を希望する指定都市の市長に財源と併せて移譲することを求めるものでございまして、

２点目は、感染症対策や物価高騰対策に継続して取り組めるよう、特に、地方向けの交付金に

ついて、財政力にかかわらず必要な額を措置するなど、必要な財政措置を求めるものでござい

ます。 

 ３点目は、ワクチン接種についてでございまして、今後の実施方針の早期提示あるいは全額

国費による財政措置等、安定的な制度への円滑な移行を求めるもの。 

 そして、４点目は、今後の医療体制や公費支援の見直し等につきまして、現在国が講じてい

る病床確保料の支給など、各種措置の終期、終わるタイミングに係る柔軟な対応や、重症化リ

スクが高い方が多く入院、入所する医療機関あるいは高齢者施設等に対する支援の継続を求め

るものでございます。 

 次に、財政・大都市制度に関する要望でございます。 

 まず、１、交付税の必要額の確保ですが、先ほど御説明を申し上げましたが、税財政制度に

係る長期的な要望項目は、原則、青本により要望するという見直しを行っておるところではご

ざいますが、本件につきましては、今後も物価高騰や感染症対応による追加需要が見込まれま

すことに鑑み、来年度の国の予算・施策に直結するということで、臨時財政対策債に頼ること

なく地方交付税総額を確保すること、これを白本としても要望するものでございます。 

 次に、２番、多様な大都市制度の早期実現でございます。 

 指定都市市長会が提案しております特別自治市制度の法制化のため、国に大都市制度を検討

する専任組織、また指定都市との新たな研究会の設置など、議論を加速させ、地域の特性に応

じた多様な大都市制度の早期実現を図ることを求めるものでございます。 

 続きまして、個別行政分野関係でございます。 

 ３番、子ども・子育て支援の充実につきましては、３点ございまして、（１）は、子育て支

援の質、量の拡充のための国の恒久的な財源確保に加えまして、保育士の配置基準や保育料の

負担軽減に係る見直し、公定価格の処遇改善等加算の拡充、保育士等の確保策や施設整備、医

療的ケア児の受入れ促進に係る財政措置の拡充等を求めるものでございます。 

 また、（２）は放課後児童クラブ等における処遇改善や運営経費等に係る財政措置の拡充を

求めるもので、（３）は子ども医療費等に対する統一的な国の医療費助成制度の創設と、全て

の医療費助成に係る国民健康保険国庫負担金等減額調整措置の廃止を求めるものでございます。 

 それでは、２ページをお願いいたします。 

 ４番、ＧＩＧＡスクール構想の推進に向けた制度の充実につきましては、３点ございまして、

（１）は、１人１台端末整備に対する国庫補助につきまして、高校段階も含めたランニング及

び更新経費に対する財政措置、また、更新準備に向けました今後の方針やスケジュールの早期

提示を求めるものでございます。 

 （２）は、デジタル教科書、学習アプリ、セキュリティー対策などの費用に対する財政措置、
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また、（３）は、各種クラウドサービスの活用に伴いますアカウント管理、端末・ネットワー

クのトラブル対応、ＩＣＴ支援員の配置などに係ります一体的な財政措置を求めるものでござ

います。 

 続きまして、５番、脱炭素社会の実現でございます。 

 国主導で組織横断的に脱炭素社会の実現に取り組むため、温暖化対策を主目的とする事業以

外であっても、地球温暖化対策に資する場合は、補助金等にインセンティブを付与するなどの

財政支援の拡充を求めるものでございます。 

 次に、６番、地方公共団体の基幹情報システム統一・標準化における課題解決は、３点でご

ざいまして、（１）は、デジタル基盤改革支援補助金について、指定都市の実情に対応し、上

限額あるいは対象事業の拡充等によりまして、必要な経費の全額補助を求めるものでございま

す。 

 また、（２）は、システムの移行に備えまして、再検討とされた指定都市要件の標準仕様へ

の反映を含め、標準準拠システムや共通機能の要件を早期に確定し、情報提供を求めるもの。 

 また、（３）は、指定都市規模のシステム構築に必要な事業者の不足が見込まれますことか

ら、事業者に対して体制確保などの強い働きかけ、あるいは、移行の目標時期や財政措置につ

いての柔軟な対応を求めるものでございます。 

 次に、７番、インフラ施設の長寿命化対策及び国土強靱化の推進は、２点。 

 （１）として、道路、河川、上下水道など、老朽化が進行しているインフラ施設の長寿命化

対策、また、国土強靱化の継続的な推進に必要な財源、人員体制確保への重点的な支援を求め

るものでございます。 

 また、（２）は、新技術などによるコスト低減手法の開発、また、新たな事業手法の導入に

ついての情報提供を求めるものです。 

 ３ページをお願いいたします。 

 ８番、教職員不足への対応と働き方改革の推進は、４点ございまして、（１）は、教職員の

働き方改革に資する一層の財政措置、（２）は、教職員定数及び加配措置のさらなる充実、

（３）は、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの専門職を定数として算

定し、国庫負担の対象とすることをそれぞれ求めるものでございます。 

 また、（４）につきましては、育児休業の代替措置として正規教職員を充てた場合にも基礎

定数に含め、国庫負担の対象とすることを求めるものでございます。 

 次に、９番、持続可能な救急医療体制の確保等に向けた財政支援は、３点でございます。 

 高齢化の進行等の状況変化を背景といたしまして、（１）は、救急医療を含む地域医療提供

体制の維持、確保に必要な財政支援を求めるものでございます。 

 また、（２）は、要介護等の救急患者の処置後の転院を円滑にするための、必要な財政措置

を求めるもの。 

 また、（３）は、令和６年度に施行されます医師の働き方改革を受けまして、救急医療の現

場におけるタスクシフト、こちらを促進するため、必要な財政措置の拡充を求めるものでござ

います。 

 最後に、10番、義務教育施設等の整備促進は、３点でございます。 

 （１）は、学校施設の老朽化対策など、計画的な学校施設整備を推進するために必要な事業
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量に見合う財政措置を求めるもの。 

 （２）は、老朽化対策に対する国の補助要件の緩和や補助単価の引上げなど、制度の充実、

また高校までの補助拡充などを求めるもの、そして（３）は、空調設備設置事業の実施に必要

な財源の継続的な確保を求めるものでございます。 

 説明は以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） お聞きのとおりでございます。 

 これより質疑に入りますが、改選後、初めての案件調査となりますことから、委員の皆様に

申し上げます。 

 御質疑に当たっては、最初に一括か一問一答か、質問方法を述べていただくほか、一問一答

の場合は、答弁を含め、おおむね30分以内でお願いいたします。 

 それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 一問一答でお願いいたします。 

 白本の要請項目の概要のところで、要請項目を見ますと、子育て、教育に重きが置かれてい

るような印象があるんですけれども、国の少子化対策との関連ということで、こういうふうな

要請項目が出てきたのかどうか、ちょっとお聞かせいただきたいんですが。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 御質問ありがとうございます。 

 おっしゃるとおり、今国のほうで、こども家庭庁の創設、そしてこども未来戦略方針という

ものを策定という中で、いろいろ動きがございます。 

 従来から、この子ども、子育てというのは、白本で継続的に要望してきた内容ではございま

すが、直近の国の動向に合わせまして、指定都市として重要と考える部分、ここを時期を逸す

ることなく求めていくということで、こういう項目立てをしてございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 理解いたしました。やっぱり、今、国が進めようとしているところと

同時並行というか、大都市も一緒にやっていくということで、要望されているということです

ね。 

 それで、細かいところなんですけれども、地方交付税の必要額の確保というところで、臨時

財政対策債についてなんですけれども、前年までは廃止を求めていたというふうに思うんです

けれども、今回、臨時財政対策債に頼ることなくということで、何かトーンダウンしているよ

うに感じるんですけれども、臨時財政対策債についての考え方については変わったんでしょう

か。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 基本的には、やはり臨財債というのは、本来交付税で確保すべきところをやむなく充ててい

るというところで、指定都市としては、当然、これは廃止すべきであるというスタンスに立っ

ている、これは変わりません。 

 基本的には、ここで書いてございますのは、追加需要の部分ですよね、物価高騰、感染症対

応による追加需要というのがプラスで乗ってくると。そういう中でも、現状、臨財債をそこに、
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安易に頼るのではなくというようなニュアンスでございます。ですので、基本的なスタンスと

いうのは、全く変更がございません。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） ありがとうございます。理解いたしました。 

 やっぱり、物価高騰や感染症対応とかで多くの財源が必要になってくるということで、支援

をしっかり届けるために、地方交付税の財源確保というところがここに出されているというこ

とでよろしいですか。分かりました。 

 次なんですけれども、子ども・子育て支援の充実というところで、今まで保育士の処遇改善

とか、保育士確保のための財政措置の要望というものがされてきたと思うんですけれども、保

育士の配置基準の見直しがここに取り上げられているんですけれども、これは、背景としては

やっぱり、国の少子化対策で挙げられているということがここの中に出てきているということ

でよろしいですか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 基本的に、おっしゃるとおりでございます。国のつくった方針の中でも、配

置基準の部分に触れているところがございます。 

 ただ、指定都市の実情から見ると、もうその国基準を上回って取り組んでいるところもござ

いまして、そこについては、より適切なというか、そこをしっかり求めていくということで、

項目として挙げさせていただいております。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 次元の異なる少子化対策ということで、国が少子化対策に力を入れて

くださるということで、すごく喜んでいるところですけれども、１歳児の保育士の配置基準を

５対１に、４、５歳児を25対１に見直すというふうに出されていますけれども、これが基準の

改定なのか、それとも加配として、お金として上乗せされるのかというところはまだ示されて

いないので、75年間も変わっていないわけですから、やっぱり配置基準を引き上げるというこ

とが保育の質の向上にもつながっていくと思うので、ぜひここのところは国に早期の実現を強

く要望していただきたいなというふうに思っています。これは意見です。 

 ここの中には、学校給食の無償化について、国が統一した制度をつくっていくべきだという

要望が出ていないんですけれども、これについてはいかがでしょうか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 学校給食については、国の出してきたものの中でも、ある意味、課題を整理するというか、

ほかの取組に関しまして、やや国は慎重な物言いをしているところでございます。 

 まず、本市としましては、この給食費の無償化につきましても、子ども・子育て支援の充実

の中に入れていくべきだというところをこの策定の過程で申し上げてきたところでございます。

ただ、やはりほかのところと比べて、やや時期尚早ということで、20市共通のものにはならな

かったというところでございます。 

 ということで、後ほどまた改めて御説明申し上げる緑本のほうでは、そこでは給食費の無償

化というのは書かせていただいているということで、本市としてはそのように動いていくとい

うふうにしてございます。 
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 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 政令市全体としては、学校給食の無償化がちょっと優先にはならなか

ったというところでよろしいですね。分かりました。 

 最後になんですけれども、教職員不足への対応と働き方改革の推進ということが新たに出て

きたというふうに思うんですけれども、出てきた背景というか、政令市全体として、やっぱり

この教職員不足ということが切実になっているということで、新たな項目として上がってきた

のかどうかということをお聞きしたいんですが。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 基本的には、やはり教職員の成り手不足、そして現場での大変さというところが、大きな、

全国的な、都市的な課題になっているということが背景にあるというところでございます。 

 そういった中で、本市でも、こういうような要望というのは継続的に緑本でやってきたとこ

ろですけれども、そこが今回、改めてぐっと上に上がってきたというところで、我々としても

歓迎しているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 本市も、本当にこの教職員不足、あと働き方改革もやっぱりもっと力

を入れていかなきゃいけないというふうに思いますので、ここはぜひ国にも強く要望していた

だきたいということで、質問を終わります。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。田畑委員。 

○委員（田畑直子君） 一問一答でお願いいたします。 

 まず、令和５年度と比較して、要望内容の確認をしたいんですけれども、令和４年に挙げら

れていて令和５年に挙げられていない、削除されている項目として、ウイズコロナ、ポストコ

ロナの中小企業の支援と、それから子育て家庭の経済的負担、子供の貧困対策の部分が、本年

度は計上されていない。このあたりについては、どのように総括をされて挙げなかったのか、

その経緯について御説明いただきたいと思います。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 御質問ありがとうございます。 

 こちら、項目の整理、今回の選定の部分ですけれども、先ほど、白本の見直しをする中で、

項目の重点化というところがございました。それは結局、20市がそれぞれ、自分の市の部分で

優先順位をつけまして、上から順に点数をつけていって、それを20市で出し合って合計すると。

それで、その一定の基準の下に、足切りじゃないですけれども、残った、上積みのものを今回

要望するということになったところでございます。 

 そういった意味でいきますと、当然、昨年度あったところが根本的に解決したから消えたと

いうことでは必ずしもございませんで、そういった意味では、ここで漏れて、かつ我々が重要

と思っているところは、緑本等々でやはり取り組んでいく必要があると思っております。 

 一方で、例えば、11番、今例に挙げていただきましたウイズコロナ、ポストコロナの部分で

すね、これは、考え方としては、感染症、物価高騰への対応という中で、生活者、事業者それ



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－10－ 

ぞれの支援という中では一部継承されているところがございますし、私どももここは引き続き、

今も補正等で取り組んでいるところでございますが、緑本でも要望していくということで、そ

の辺は、ここから落ちたからいいということではなく、必要なものにしっかり対応していくと

いうふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。 

 コロナ等の影響や貧困の問題ということは、お話しいただいたように解決していませんので、

交付金などの対応の中で、自治体に合った措置ということを今後もしていただければと存じま

す。 

 同様に、前年度比較の中で、医療関係につきましても、地域医療体制の維持に対する財政措

置というようなテーマ項目であったのが、救急医療に集中するような要望項目となっておりま

す。このような要望項目にした背景についてお聞かせください。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 地域医療体制の維持という中で、特段にやはり今深刻化している、コロナというところもあ

りますが、先ほどちらっと、御説明の中で一言だけ申し上げたんですが、高齢化の進行という

ところがございまして、そこでの救急需要というのが非常に深刻になっているというところと、

一回救急で病院に入った後、例えば、要介護であるとか、障害をお持ちであるとかという理由

で、退院、転院というのが非常に困難になって、長期で救急で入れた病床に残ってしまうとい

う、出口問題というそうでございますが、そういうのが深刻化しているという中で、今回ここ

を集中的に取り上げるとしたところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） 同様に、救急医療についても、人材や体制ということは多分、政令市

共通しての課題になろうかと思いますので、財政措置等も含めてしっかりと、緊急性の高いも

のですので、要望いただければと思います。 

 最後に、２点ほど本市の数値的なものを確認したいと思います。 

 臨財債のことについて、安喰委員のほうからもお話がありましたけれども、本市における臨

財債の数値の推移と交付金の推移ですね、確認させていただきたい。その状況について、どの

ように本市としては考えられているか。 

 あわせて、ほかの項目は大体これから措置してほしいよというものですが、ＧＩＧＡスクー

ル構想については、今後の必要経費というのは大体計算されているんではないかなと思うので、

ここは財政的負担が大きくて、また、確実に更新時期などは決まっていることから、確実に国

が予算化しなければならないというふうに考えていますので、今後どのように維持管理経費、

更新費用等を見込まれているか、そのあたりをお聞かせください。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 まず、臨財債、交付税の関係でございますけれども、一つの言い方としまし

ては、これまで発行してきたということでいきますと、市債残高、全会計における臨財債の割
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合というのは、大体25％ぐらいというところになっております。また、普通交付税、臨財債の

発行可能額というところでいきますと、直近では、臨財債が大体その４割ぐらいというような

位置づけになっております。 

 本来、臨財債というのはやはり、ある意味、借金でございますし、そこは健全ではないとい

うことで、我々は深刻な問題だと捉えているところでございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 財政課長。 

○財政課長 財政課でございます。 

 交付金についてなんですけれども、こちらについては、コロナが始まった令和２年度以降、

累次にわたって配分されてきて、これまでの配分総額が約250億円ということで、かなり手厚

い配分はあったかなと思います。 

 直近で申し上げますと、物価高騰対策として、本年の３月に、低所得者支援ですとか、一般

的な推奨事業メニューということで、本市では６月補正にこれらを活用して、約27億円程度の

活用をしているということで、ある程度必要な事業の配分は来ているんですけれども、まだ物

価高騰が続いていますので、引き続き、今後も必要な場合には、財源措置は要望していく必要

があると考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ＧＩＧＡスクールは、財政課長もいらっしゃったので、一応今後の見

込みをお話しいただけるかなと思って聞いてしまったんですけれども、このあたりというのは、

数字のほうは把握されていますでしょうか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 財政課長。 

○財政課長 済みません、ちょっと手元に詳細はないんですけれども、当初整備したときに、

やはりちょっと50億円とかそれぐらいの規模感で、全年代の整備をしてきたと。これが令和２

年度の、国が経済対策でやったときに、我々もそれを活用してというのがあって、おおむね３

年度には整備が完了したと認識しております。 

 一般的に、システム系は５年程度で更新を迎えるということになってきますので、あと数年

後にはこれらがまた更新ということで、多額の需要が見込まれるというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 田畑委員、これ、詳細はいいですか。詳細については、資料を請

求するかしないか。 

○委員（田畑直子君） では、お願いできますでしょうか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかの委員で、今のＧＩＧＡスクールの用途費用で必要な方はい

らっしゃいますか。 

 安喰委員、石川委員、青山副委員長も。 

 じゃ、今申し上げた方のところに、後で追加資料のほうを上げていただければと思います。 

 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。 

 交付税措置につきましても、新型コロナという有事の交付金でありますので、それを除いて

も、平時においても地方において、しっかりと交付金の中で自治体が運営できるだけの給付を
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してもらえるよう、引き続き要望していただくようお願いしまして、私からは終わりにします。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにいらっしゃいますでしょうか。山崎委員。 

○委員（山崎真彦君） 一問一答でお願いします。 

 私、大局的な視点からちょっと御質問させていただきたいんですけれども、こちらの白本と

青本の改正が行われたということですけれども、要望項目が多くて、ほかの地方６団体との差

別化が不十分であるため、見直しを行ったということなんですが、白本の要望で、今まで国に

対してどのぐらい影響力があるのかどうか。具体的に、毎年どのぐらいの割合が国で採用され

て、実現の方向に向かっているのか、その辺をちょっと伺えればと思います。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 御質問ありがとうございます。 

 どのくらいの影響力というところでいきますと、当然我々としては、これは毎年指定都市20

市の中で議論を重ねて出しているもので、ここを当然しっかりと求めていくということで考え

ているところです。 

 正直、全国市長会の中では、大都市というのは一部でありまして、その中で指定都市中心の

意見の反映というのはなかなか難しいという中で、こういう独立した活動をしているという中

でございます。 

 正直、毎年、例えば、打率のように、３割だとかという、そういう毎年決まったものという

のはなかなかなくて、定量的には申し上げづらいんですが、例えば、昨年度、令和５年度の予

算に対する前回要望につきましては、感染症対策の在り方の見直しですと、コロナの基本的対

処方針について中身の変更をしていただいた、充実を図っていただいたり、子ども・子育て支

援の話でいえば、保育士の処遇の改善でありますとか、あるいはＧＩＧＡスクールにおいても、

補助対象の拡充ということで、可搬型、モバイルのＬＴＥの通信機器のものが対象になったり

とか、細かく言うと、幾つか反映をしていただいているところがあるというところです。 

 一方で、例えば、大都市制度ですとか、そういう非常に国と地方の制度に関わる部分という

のは、なかなか一朝一夕には動きませんで、粘り強く要望していくというのを続けているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 山崎委員。 

○委員（山崎真彦君） ありがとうございます。 

 お答えいただいた内容で、現状はそうなのかなと思うんですけれども、実際に白本と青本で

変更した理由が、地方６団体で差別化が図られていないということだったので、ほかの団体も

同じような、多分、提案、要望をこれまでされていたのかなと思うんですけれども、そこを、

６団体を一つに集約して、地方全体で国に要望するとか、そっちのほうが、一本化したほうが、

国もやりやすいと思いますし、何か全体的にスムーズかなと思うんですけれども、そのあたり

って、組織再編を含めた要望の再編というのが今後できたりする可能性はありますか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 先ほどちらっと申し上げたんですが、指定都市も基礎自治体でありますので、市長会という

中での一員でもございます。ただ、大都市というのは、人口は集中しておりますが、やはり数
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では少ないということで、どちらかというと、大都市の意見というのはなかなか反映されづら

い。かつ、国も、やはり大都市でまとまった意見がないと、なかなか大都市の事情というのを

御認識いただけないようなところもございます。 

 そういった意味では、一つに集約していくというところも理論的には当然あるとは思うんで

すけれども、現状では、どちらかというと、それぞれの地域の実情をどのように国に分かって

いただいて、それを制度に反映していただくかという方向で動いているところでございます。 

 ですので、私どもは緑本の中で、分権改革の一環の中では、やはり指定都市と国の協議の場

をつくってくださいですとか、そういうような方向で話をしているところでございます。現状

では、そういう地域の実情をどう伝えるかということで、どちらかというと、まとめるよりは、

ある程度分散化していくような形での話をしているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 山崎委員。 

○委員（山崎真彦君） 分かりました。 

 個人的には、一つの要望書に、各政令市だったりとか各一般市なりの要望をずらっと書いて、

一つの要望書にしたほうが、国もやりやすいし、すっきりして、よりコンパクトに、重複がな

くできるかなと思うので、その辺がもしできれば、今後そういった御提案自体を大都市からし

ていただくのがよろしいのかなというふうに感じました。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 御意見をいただきました。 

 ほかにございますでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかになければ、本提案につきましては御了承願います。 

 それでは、財政局の説明員が退室いたします。御苦労さまでした。 

［財政局退室］ 

 

「令和６年度国の施策及び予算に対する重点要望」（千葉市重点要望）について 

○委員長（小松﨑文嘉君） 次に、令和６年度国の施策及び予算に対する重点要望、千葉市重

点要望についてを議題といたします。 

 本件については、例年11月に、議会及び党派として、国の予算編成に対する要望活動を実施

しておりますが、その際に併せて行う本市独自の要望事項を当委員会として作成する上での参

考とするため、当局より、いわゆる緑本の内容について御説明をしていただいているものであ

ります。 

 委員の皆様は、しおり６番、資料６をお開きください。 

 それでは、当局の説明をお願いいたします。総合政策局長。 

○総合政策局長 案件の２、令和６年度国の施策及び予算に対する重点要望、千葉市重点要望

について御説明をいたします。 

 今まで、案件１では、20政令市が共同で行うものについての御説明をしましたが、今度は千

葉市単独で行うものでございます。 

 要望の内容につきましては、総合政策部長から説明をさせていただきます。よろしくお願い
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します。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 総合政策部でございます。 

 それでは、資料の６に基づきまして、要望の概要について御説明申し上げます。 

 まず、１ページをお願いいたします。 

 １番、要望の目的でございます。各府省庁の財務省への概算要求に向けまして、本市の市政

運営上特に重要な事項につきまして、要望を行うものでございます。 

 ２番、要望事項でございます。全体では30件でございまして、新規項目が８件、一部変更が

11件、継続が11件となってございます。 

 続きまして、２ページをお願いいたします。 

 要望の概要でございます。この表の左側から、項目番号、国の要望先、そして重点要望事項、

最後に、一番右側に市の所管局を記載してございます。なお、昨年度から変わったところです

ね、変更、追加につきましては、網かけをしてございます。画面上は水色に見えるかと思いま

す。 

 項目が非常に多うございますので、かいつまんでの御説明になります。御了承いただければ

と思います。 

 それでは、２ページの一番上、１番、物価高騰への対策でございます。 

 新規要望でございます。世界的に原材料やエネルギー等の価格が高騰する中で、政府もエネ

ルギー価格の激変緩和策を講じているところではございますが、引き続きさらなる措置を求め

るものでございます。 

 まず、（１）は、国が実施する各種生活支援事業者支援による消費者物価上昇率抑制策の実

施や、自治体独自の施策への財政措置の継続を求めるものです。 

 （２）としましては、医療、介護、福祉、保育の分野における公的価格の算定に、物価高騰

を反映すること。 

 最後、（３）は、市有施設の光熱費また資材など、行政コストが高騰しておりますので、物

価の状況に応じた財政措置を要望するものでございます。 

 ２番、感染症対策における財政支援等については、この５月に新型コロナウイルス感染症が

５類に移行したことを踏まえて、内容が変わっております。 

 （１）といたしまして、今後起こり得ます新興再興感染症への対応として、国の責任におけ

る財政措置、指定都市に交付金を直接交付すること、また、保健所体制の財源確保。 

 （２）としては、コロナワクチンの定期接種化に当たっての情報提供や十分な準備期間の確

保、財政措置を、そして（３）としましては、新たな施策等の制度設計に当たり、地方自治体

の意見を聞くことや、施策に関する情報の共有を要望するものでございます。 

 続きまして、３番、地方分権改革の推進につきましては、（１）から（４）まで引き続きの

要望となっておりますが、（１）の後半、多様な大都市制度の早期実現というものを追加して

おるところでございます。こちらは、指定都市市長会でも、多様な大都市制度実現プロジェク

トを立ち上げて、調査研究などの取組を進めているところでございまして、そこの部分を反映

したところでございます。 

 続きまして、４番、地方創生の推進につきましては、基本的には昨年度と同様、一都三県を
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一律に東京圏とすることなく、地域特性を踏まえた措置を講ずること、また、交付金、事業費

の確保につきまして要望をしてございます。 

 一部、網かけがかかっておりますのは、国がまち・ひと・しごと創生総合戦略というのを改

定いたしまして、デジタル田園都市国家構想総合戦略を定めたということを踏まえまして、一

部文言等の変更をしているところでございます。 

 恐れ入ります。３ページをお願いいたします。 

 ５番、こども未来戦略方針案に関する要望についてでございます。 

 こちら、緑本をつくった時点では案がついておりましたが、同方針案は、６月13日に既に閣

議決定をしておりますので、現在は案が取れている状況でございます。 

 （１）としては、こども医療費助成に係る国の支援制度の創設、（２）としては、学校給食

費の無償化の実施、（３）として、多子世帯に対する保育料軽減の拡充、そして（４）は、保

育人材の確保についての要望でございます。 

 ６番、子育て支援の推進につきましては、認定こども園への移行に関する財政支援、財源の

移譲、また、小規模な改修に対する補助創設などについての引き続きの要望のほか、（３）と

いたしまして、人口減少の影響を受けまして、定員割れ等を理由に閉園する保育施設に対する

支援策の創設、こちらを加えてございます。 

 続きまして、７番、子どもの貧困対策の推進については、本市の子どもナビゲーター事業に

活用しております同交付金の拡充と恒久化を引き続き求めてございます。 

 続きまして、８番、児童相談所の体制強化に向けた専門職確保支援につきましては、児童福

祉司をはじめといたします人材の確保・育成策についての引き続きの要望でございます。 

 ９番、システム標準化に係る移行期限及び経費の補助については、新規の要望となっており

ます。 

 令和７年度末までに、全国の自治体が一斉に標準仕様システムに移行するということを国か

ら求められているわけでございますが、非常に大きなリスクがあるということで、（１）とし

て移行期限の見直し、（２）として必要な人的リソースの確保と情報の早期の開示、（３）と

して財政補助の拡充などを要望してございます。 

 続きまして、４ページでございます。 

 10番、地方交付税における算定方法の見直しについても、新規の要望でございます。 

 地方交付税におきまして、指定都市であるという理由で、ほかの市町村と異なる取扱いがさ

れていると、指定都市の財政需要にそぐわないという状況がございますので、算定方法の見直

しを要望するものでございます。 

 続きまして、11番、在留外国人に対する日本語教育等の推進について、こちらも新規でござ

います。 

 多文化共生社会の実現に向けまして、（１）として、入国の際に日本語教育や生活オリエン

テーションを受ける機会を国が提供すること。 

 （２）として、在留資格において日本語能力や日本の社会制度などへの理解を前向きに評価

する仕組み、こちらの導入を要望しております。 

 また、（３）としては、国が自治体に求めている日本語教育の提供に対する財政措置。 

 そして、（４）として、４月に開校いたしました本市の夜間中学における生徒が、約３分の
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２は外国人という状況もございますので、夜間中学が日本語教育の場となっている実態を踏ま

え、教育支援体制構築への財政措置を要望するものでございます。 

 続きまして、12番、不登校児童生徒の多様な学びの機会の確保についても、新規でございま

す。 

 不登校児童生徒が増加しております現状を踏まえまして、（１）として、校内教育支援セン

ター、また教育支援センターにおきまして、不登校児童生徒の支援を行う教職員を定数に位置

づけること。 

 また、（２）といたしまして、定数位置づけまでの間、支援人員の確保に向けた財政支援の

拡充などを要望してございます。 

 また、（３）といたしまして、センターの設置のための場所の確保、環境整備、エアコンな

どに係ります費用の措置、（４）として、多様な学びの機会の支援に向けました自由度の高い

交付金の創設などの財政支援を求めてございます。 

 続きまして、13番、夜間中学に係る支援の充実につきましては、引き続きでございます。 

 （１）として、安定的な運営のための補助対象期間の撤廃などの支援の拡充、そしてまた、

夜間中学の生徒は、かなり年齢、国籍、学習歴等、多様なバックボーンを持っていらっしゃい

ますので、（２）でデジタル教科書の無償供与、あるいは就学支援制度の新設、また、（３）

では、学級定員の引下げや教職員配置基準の見直しを求めております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 14番、ＩＣＴを活用した学習環境の整備につきましては、（１）から（４）までは、デジタ

ル教科書の導入、通信費、ネットワークの回線状況の整備、また、ＩＣＴ支援の人材確保に係

る財政支援を引き続き要望しているものでございます。 

 そしてまた、（５）として、ＧＩＧＡスクール構想で整備した端末の更新が令和７年度にあ

るというようなことを踏まえまして、国による財政支援の見通しを示すことを要望してござい

ます。 

 続きまして、15番、公立学校施設の整備推進につきましては、トイレの洋式化などの環境改

善に当たりまして、必要となる交付金の確保、また、補助対象などの制度の拡充、さらには、

校舎等の新増築に当たり、将来的に増加が見込まれる学級数、こちらも補助の対象としていた

だくよう、引き続き求めるものでございます。 

 続きまして、16番、教育の施設を維持向上するための教職員の確保につきまして、（１）と

して、少人数指導や日本語指導、また、通級指導などに係ります教職員加配定数の充実、また、

（２）として、スクール・サポート・スタッフ、スクールカウンセラーの配置など、教職員の

負担の軽減に向けた施策の充実を引き続き要望するものでございます。 

 恐れ入ります、６ページをお願いいたします。 

 17番、特別児童扶養手当制度の見直しについて、こちらは新規要望となっております。 

 精神または身体に障害のあります児童を家庭で監護、養育していらっしゃる父母等に支給さ

れる手当でございますけれども、その障害程度の認定基準がちょっと抽象的なところがありま

して、自治体間で判断にばらつきが生じております。そのため、基準の見直しを求めるもので

ございます。 

 続きまして、18番、障害福祉サービスに係る十分な財政措置、こちらも新規要望でございま
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す。 

 障害福祉サービス費用は、本来、国が費用の２分の１を負担するとなっておるところでござ

いますが、訪問系のサービスについては、政令によって負担の範囲が限定されておりまして、

市に超過負担が生じております。そのため、国庫負担基準の廃止による改善を要望するもので

ございます。 

 19番、生活保護制度及び生活困窮者自立支援制度の実効性を高めるための所要の措置につき

ましては、基本的に引き続きでございます。 

 （１）として、生活保護制度では、さらなる適正化のための資料提供の義務づけなどを、

（２）の生活困窮者自立支援制度では、株式会社やＮＰＯ法人等の参入促進、また、利用者の

増加に伴い増加傾向にあります事業費への十分な補助等を、また、（３）では、両制度に対す

る財政措置につきまして、本来、全額国の負担であるべきということを踏まえた特段の措置、

こちらを引き続き求めるものでございます。 

 続きまして、20番、国民健康保険制度への支援措置につきましては、この国保制度の安定的

な運営、保険料の負担軽減のための公費負担の拡充、また、医療費助成に伴います減額調整措

置の廃止、こちらを引き続き求めるものでございます。 

 恐れ入ります、７ページをお願いいたします。 

 21番、2050年カーボンニュートラルに向けた事業者への取組支援及び暮らしの脱炭素化促進

のための基盤整備につきまして、３点の要望でございます。 

 （１）と（２）は、産業部門におけますＣＯ２排出量の削減を促進するため、革新技術の確

立のための財政支援や、カーボンプライシングによる国内排出量取引制度の確立を要望するも

のでございまして、併せて（３）で、国民の行動変容促進に向けた取組を要望しております。 

 続きまして、22番、モノレール施設の脱炭素化と利用促進に向けた設備整備支援の拡充につ

いてでございます。 

 内容は、実質的には引き続きでございます。モノレールを社会インフラとして賢く活用し、

脱炭素型の沿線まちづくりを進めるため、回生車両への更新に必要な事業費の確保、また、駅

舎の整備等に関する補助メニューの拡充を要望してございます。 

 続きまして、23番、航空機騒音の改善についてでございます。 

 こちらは、引き続き騒音の軽減に向けた各種対策を要望するものでございますが、航空需要

が回復してきたことを受け、コロナ禍の中で延期となっておりました市民相談会の再開を要望

してございます。 

 24番、ＪＲ京葉線とりんかい線の相互直通運転につきまして、こちらも引き続き相直の早期

実現に向けた支援を要望してございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 25番、首都圏の連携を強化し都市の成長を支える広域幹線道路網の整備促進についてでござ

いますが、（１）として、新湾岸道路の早期の具体化、（２）として、検見川立体の整備促進

を要望いたしますとともに、引き続き、御覧の各種道路の整備・調査促進を要望しております。 

 26番、「ちば共創都市圏」の活性化に資する街路事業の拡充と安定的な財源の確保につきま

しては、社会資本整備総合交付金の重点配分対象として、重要物流道路などと一体となって機

能する街路などへの拡充、また、塩田町誉田町線などの地域高規格道路の財源確保について、
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引き続き要望してございます。 

 27番、下水道施設に係る国土強靱化のための財源の確保につきましては、令和３年度から７

年度までを対象といたしました国の５か年加速化対策を踏まえまして、浸水対策や地震対策、

老朽化対策に係る財源確保を引き続き要望し、また、今年度につきましては、国道357号の事

業と一体的に行います雨水幹線、雨水貯留施設整備に係る財政支援も併せて要望してございま

す。 

 28番、プラスチックのリサイクル制度につきましては、引き続きの要望でございます。 

 まず、（１）こちらは、市民などがリサイクルの効果やコストを正しく理解するため、リサ

イクル形態ごとの内容、こちらの調査、分析、評価の公表を求めますとともに、（２）では、

リサイクル体制の構築に国が責任を持って取り組むことを求めるものでございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 29番、雑品スクラップに対する規制の拡充について、引き続きでございますが、ヤードにお

ける火災等の発生を防ぐため、現状、廃棄物処理法の規制対象ではないものの、同等の有害性

を持つ機器を規制対象とすることを求めてございます。 

 最後、30番でございます。循環型社会形成推進交付金制度の充実につきましては、廃棄物処

理施設整備に必要な交付金、こちらの継続的な財源確保を求めるものでございます。 

 大変長くなりましたが、案件の説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長（小松﨑文嘉君） お聞きのとおりでございます。 

 それでは、御質疑等がありましたらお願いいたします。安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 一括でお願いいたします。 

 今回、要望項目が30で、例年に比べて多いというふうに思いますし、あと、新規の項目も８

項目ということで、多くなっているんですけれども、私は、重点要望というからには、項目は

絞ったほうがいいんじゃないかなというふうに思うんですけれども、今回要望が増えている理

由についてお聞かせください。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 確かに、例年に比べまして、かなり新規項目の数としては増えてございます。そのあたり、

やはりいろいろな動きが起きているということが、一部背景にあろうかと思います。 

 先ほどの子ども・子育て支援のこども未来戦略方針といった、あそこへの対応というのが１

個新規で立っておりますし、また一方で、システム標準化の案件は新規でございますが、これ、

一回、一昨年度に新規で立てまして、国のほうで一定の対応をいただいたので、一回落として

いるんですが、昨今の動きで、またいろいろ厳しい状況が出てきておりますので、復活させた

りとか、あるいは、物価高騰への対策という部分は、昨年度はもう少しコロナ禍の中での、感

染症と物価高騰という中で一体的につくっておったものですが、コロナの５類移行を受けて、

項目を少し衣替えしたというような形での新規となっております。 

 ですので、実際としては、全くゼロからの新規というよりは、社会状況、国の動きに応じて

ブラッシュアップした結果の新規ということで、我々としては、いろんな変化に柔軟かつ迅速

に対応した結果だというふうに受け止めております。 

 以上でございます。 



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－19－ 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 分かりました。ありがとうございます。社会の情勢に応じて、要望も

変わってきているということですね。 

 他市で、要望が項目としてどのくらい出ているかというのは分かりますか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 実は、項目数というのは、網羅的に把握はしてございません。どういった形

で要望しているのかなというのを、特に横浜市とか、その辺を参考にさせていただいたことは

あるんですけれども、基本的には我々が、千葉市独自の要望でございます。我々がやりたいこ

とをやるというようなスタンスでやっております。 

 申し訳ございません、ちょっと今申し上げられる数字がございません。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 安喰委員。 

○委員（安喰初美君） 分かりました。ありがとうございました。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。田畑委員。 

○委員（田畑直子君） 御説明ありがとうございます。一問一答でお願いします。 

 今、安喰委員からは、項目が増えたということにおいて、精査すべきではないかという御質

問だったんですが、私としましては反対に、コロナ禍ということで新たな課題などが出てきて、

この項目に載らず、涙をのんだ所管もあったのではないかというふうに推察するんですが、こ

のあたりの状況については、反映状況はどのようになっていますでしょうか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 白本と違いまして、緑本のほうは、例えば、項目は何項以内でなければならぬとか、そうい

う縛りは設けてございません。そういう意味では、各所管部局がぜひ要望したいというものは、

今回、漏れなく吸い上げさせていただいているというふうに認識しております。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。各所管、緊急性の高いものが全て網羅されて

いるということで、安堵したところです。 

 個別の御説明を１点お願いしたいんですが、要望項目３の一部変更項目の中で、地方分権改

革の推進について、この（１）の中で、本年度新たに多様な大都市制度の早期実現というフレ

ーズが追加された。この多様なということが、ちょっと私自身、理解が不十分なので、御説明

をいただければと思います。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 現状、千葉市も含めまして、大都市というのが、我々としては指定都市というものがありま

す。あと、それの上を見ますと、東京の特別区といった制度、あとは、最近では大阪府と大阪

市が一体的に動いている例のお話もございますけれども、この多様なという意味の前に、今指

定都市市長会のプロジェクト会議の動きは、いわゆる特別自治市といいまして、今、国、県、
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指定都市という、この県と指定都市との２層制なんですけれども、そこを指定都市のところは

１層制にしようと。つまり、県が今行っているものを全て指定都市が受け、そこを特別自治市

とするというような長期的な取組を、法制度化というところを求めているところでございます。 

 その上でなんですけれども、この多様なという意味は、例えば、そういう特別自治市制度と

いうのが仮にできたとしたときに、各指定都市が一律にそこに移行するということではなく、

その地域の実情に応じて選択ができるという意味での多様なというところでございます。 

 それぞれ、都市の歴史ですとか産業の構成とか、いろいろ異なる部分がございますし、その

県の中でどのくらい人口が集中しているとか、いろんな事情がございます。そういう中で、幾

つもの制度を選べるというようなところが、この多様なというところで表現されているという

ことでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 田畑委員。 

○委員（田畑直子君） ありがとうございます。 

 特別自治市への移行というのは、議会としても応援しなければいけないし、進めていかなけ

ればならないと考えています。そのときに、本市の地域性というのをしっかりと踏まえた上で

やはり移行すべきでありますので、国の制度がそのようになるよう、後押しをしていただけれ

ばと思います。ありがとうございます。 

 全体を見ましても、緊急性の高いもの、そして、現場や地域の課題も十分に踏まえた内容と

なっている、網羅されているというふうに理解をするところでありますので、昨年同様、継続

して要望している項目も多くありますが、引き続き国に要望していただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。岳田委員。 

○委員（岳田雄亮君） 一括でお願いします。 

 介護報酬については要望しませんか。また、そういう話にはなっていないんですか。その議

論はしたんですか。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 政策調整課長。 

○政策調整課長 政策調整課でございます。 

 介護報酬につきましては、先ほどの緑本の項目の選定のプロセスの中でも若干触れさせてい

ただいたところですけれども、各局から要望すべき重要課題ということで、全庁的に照会を行

った結果、その部分については今回は出てきていないということでございます。 

 ですので、今後また状況に応じて、各局の課題感の中でその部分が大きくなってくるような

ことがあれば、緑本への要望項目の追加ということもあり得るのかなというふうに思っており

ます。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 岳田委員。 

○委員（岳田雄亮君） 分かりました。ありがとうございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。亀井委員。 

○委員（亀井琢磨君） 一問一答です。 
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 30項目ということで、市の抱えている課題の部分を網羅していただいたかなと思っています

ので、評価したいと思うんですけれども、なので、発言する気はなかったんですけれども、ち

ょっと１点だけ気になったので聞きたいんですけれども、11番の在留外国人に対する日本語教

育等の推進のところで、これもほとんどの項目は大事なところなので、評価するんですけれど

も、２番のところの、在留資格変更及び更新において日本語能力や日本の社会制度などへの理

解を前向きに評価する仕組みの導入ということがあるんですけれども、この提案の狙いとか理

由について、それから、何か想定とかモデル、参考としているものが、どんなことを考えてい

るのかというのがあれば、教えていただければと思います。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 こちら、（１）は入国時の話で、（２）はどちらかというと更新時、より長くいらっしゃる

方向けというところなんですが、やはり我が国の社会の中で暮らしていかれる中で、いろいろ、

実際、生活上の摩擦というんでしょうか、いろいろな課題がやはり地域では起こっております。 

 そういった中で、私どもとしましては、日本の方、外国の方が双方、安心して暮らせるため、

より一層の理解を深めていただくためには、双方を知ることが必要だろうということで、今回

このようなことを書かせていただいています。 

 直接、こういう制度という特定のイメージまではまだないんですが、実際に諸外国の事例を

見ますと、例えばドイツですとか、あとフランスなんかでも、いろいろそういう仕組みがあっ

て、更新時に例えば研修を受けたりとか、そういうようなプログラムがあるというふうに聞い

てございます。あちらは、恐らく移民も多くいらっしゃるので、その辺が先行して発達してい

るのではないかと思いますが、そういうものも参考にしながら求めていきたいなというふうに

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 亀井委員。 

○委員（亀井琢磨君） 趣旨は、大体そういうところかなということで、分かるんですけれど

も、ここに前向きというふうにありますので、前向きというと、逆の言葉は後ろ向きというこ

とでありますので、その辺がちょっとどうなのかなというところが私の中ではあるわけで、犯

罪をやっちゃったとか、そういうことは当然、論外なんですけれども、日本語が話せるか話せ

ないとか、そのあたりで更新時に、前向きであればいいんですけれども、後ろ向きのところで、

現在国のほうは、出入国管理行政はちょっといろいろ問題がありますし、そういう指摘もあり

ますので、逆にこれが前向きに捉えられるものならいいんですけれども、後ろ向きなものとし

て、国の方針を助長するようなものになってはいけないと。その辺が、ちょっと危惧したもの

ですから、一応指摘をしておきたいと思うんですけれども、その辺はどのようにお考えか。一

応、そういうものではないということを確認しておきたいと思います。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 ありがとうございます。 

 まさしく、読み込んでいただいてありがたいと思っております。前向きにというのは、まさ

にそういうことでございまして、決して、ネガティブチェックをして、そういう人たちは入れ

るんじゃないぞということではなくて、より長くこの日本社会の中で暮らしていただくために、



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－22－ 

必要なものを確認させていただき、その中身に応じてちゃんと前向きな評価をしていくような

仕組みという前提の下で、こういう表現にさせていただいておりますので、当然、私どもの要

望として、そういう御懸念には当たらないということで、今、私のほうからは発言させていた

だきたいと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 亀井委員。 

○委員（亀井琢磨君） ぜひそのようにお願いしたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。石井委員。 

○委員（石井茂隆君） 一括です。17番は、厚生労働省の御専門ですけれども、診断書の関係

ですね。障害、手当制度の見直しについてということで、新規で出ているんですけれども、こ

の背景といいますかね、今までどういう実績というか、どういうものがあったのか、教えても

らいたいと思うんですけれども。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 総合政策部長。 

○総合政策部長 こちらは、障害をお持ちのお子様に対して、障害の程度を判断し、認められ

た方について手当をお出しするという制度なんですが、診断書の様式、市がお願いしている医

師の方が４名ほどいらっしゃるんですけれども、そこの判断するときに、判断基準が、非常に

抽象度が高い状態になっております。その結果、何が起こっているかといいますと、私どもと

しては当然、的確な先生に判断をお願いしているわけなんですが、結果として、市によってこ

の認定請求に対する却下率に非常に差が生じております。 

 千葉市は今、令和３年の数字ですが、却下率が32.8％となっております。これは、どちらか

というと、高いほうになっております。例えば、近隣でいうと、埼玉市は却下率が1.1％です。

結構な差があります。多いところでいくと、逆に、これもお近くの横浜市では62.6％ですから、

ちょっと、これは、そこの個々の判断がおかしいのではなくて、やはりもともとの基準の不明

瞭さというのが影響しているんだろうということで、私どもとしては、これまでこういうのが

やはり数字として見えてきましたので、今回はしっかりと求めていこうというふうに考えたと

ころでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 石井委員。 

○委員（石井茂隆君） 分かりました。 

 この近くの政令市同士で、これだけばらつきがあるんだ。どこどこは厳しいというだけです

とか、いろいろな問題が出てくると思うので、ぜひお願いしたいと思いますので、進めてもら

いたいと思います。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。山崎委員。 

○委員（山崎真彦君） 一問一答です。 

 一方的に、千葉市、政令市から国に要望を投げかけているんだと思うんですけれども、反対

に、国から政令市に要望だったりとか、こうしてほしいみたいなものというのはあったりする

んでしょうか。 
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○委員長（小松﨑文嘉君） 財政部長。 

○財政部長 ありがとうございます。 

 国と市の関係、理念的には決して上下関係はないんですが、実際には国からは、要望という

よりは、国がやりたい施策を自治体にやってもらうために、補助金を出したり、そのための基

準でコントロールするとか、国の方針をつくって、それに基づいて、地域に計画をつくっても

らってやってもらうとか、そういうような関係性が主かと思います。 

 当然、国がある制度を構築するに当たりましては、地方の実情について把握をするためのヒ

アリングですとか、いろいろ先行的にモデル事業をやってもらうとかということで、地方の意

見を吸い上げるということはあると思いますが、地方自治体独自で行う施策について国が要望

だけをするというのは、基本的にはあまり標準の動きとしてはないかなと思っております。 

 以上でございます。 

○委員長（小松﨑文嘉君） 山崎委員。 

○委員（山崎真彦君） ありがとうございます。 

 私は日本維新の会の所属なんですけれども、道州制を政策では掲げているので、地方からの

意見が吸いやすくというか、そもそも地方が積極的にやるような趣旨のものなので、現状のト

ップダウンみたいな、国へ要望して、ある意味、子供が親にこれをしてほしいというようなス

タンスよりは、ある程度対等にというか、ある程度お互い意思疎通ができたほうがいいと思う

ので、そういった仕組みを現状でもできないのかなというところで、要望というか、私の意見

で終わらせます。 

 以上です。 

○委員長（小松﨑文嘉君） ほかにございますでしょうか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小松﨑文嘉君） それでは、お聞きのとおりでございます。 

 御質疑がないということで、なければ、令和６年度国の施策及び予算に対する重点要望、千

葉市重点要望についての調査を終了いたします。 

 説明員の方は、御退室願います。御苦労さまでした。 

［総合政策局退室］ 

 

今期の委員会の進め方について 

○委員長（小松﨑文嘉君） 続きまして、今期委員会の進め方について御協議願います。 

 委員の皆様は、しおり８番、今期委員会の進め方についてをお開きください。 

 表紙の次のページをお願いいたします。 

 本委員会は、大都市の実態に対応した行財政制度の確立及び地方分権の推進に関する事項、

また、大都市固有の特性や課題を踏まえたまちづくりに関する事項について調査することを目

的に設置された委員会であります。 

 また、次のページをお願いいたします。 

 今期の進め方案についてです。 

 １つとしては、大都市行財政制度の確立及び地方分権の推進に関する調査及び活動を、２つ

に、大都市固有の特性や課題を踏まえたまちづくりに関する調査では、特別市に関する調査を



暫 定 版 ※確定版の会議録ではありません。今後修正される可能性がありますので、御注意ください。 

－24－ 

実施いたします。 

 次のページをお願いします。 

 今期の委員会開催スケジュールについてです。 

 正副委員長といたしましては、大都市制度関係では、先ほど調査を行いましたいわゆる白本

と緑本、加えて青本に関する調査のほか、国会議員に対する党派別要望運動等を実施します。 

 次のページをおめくりください。 

 特別市関係では、まず所管事務調査を実施した後、行政視察を行いたいと思います。いずれ

も、開催時期は御覧のとおりでございます。こちらに記載のもののほか、調査の必要性が認め

られる場合においては、随時案件として取り上げてまいりたいと考えております。 

 以上、正副委員長案について御意見等がございましたら、まず伺いたいと思います。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小松﨑文嘉君） では、先ほども質疑の中で、大都市制度のこととか、予算要望の

活動については、これ、今までもやっておることでございますので、正副委員長案に御賛同い

ただける方が多いようでございますので、今期委員会の進め方については、先ほどお示しをさ

せていただきました正副委員長案のとおりに実行していきたいと存じます。 

 各委員の皆さんにおかれましては、今後の委員会の開催に御協力のほど、よろしくお願い申

し上げたいと思います。 

 

委員会視察について 

○委員長（小松﨑文嘉君） それでは、続きまして、日程のことですけれども、最後に委員会

視察について御協議願います。 

 順序といたしましては、まず視察の日にちを決定していただき、その後、視察先等について、

内容の御協議を願いたいと思います。 

 それでは、まず、視察の日にちについて御協議願いたいと思います。 

 まず、正副委員長案を申し上げさせていただきますが、実は、今回、改選後ということで、

結構いろんな市に、まず項目が決まる前に、貴市においては視察が可能ですか、可能じゃない

ですかということになると、結構、大体他の委員会、常任委員会の日にちはほぼ全て決まって

おりまして、そういったことを考えていきますと、市の行事とか次の議会を考えると、10月11

日水曜日から12日の木曜日にやるか、あるいは、もう２月にやるかということになってしまい

ます。 

 しかしながら、改選後でございますので、あらかじめ、正副委員長で話したんですけれども、

常任委員会がすぱっと決まるんですけれども、特別委員会がなかなか、今後の開催になって、

１か月後になってしまいますので、事前にラインワークス等で流させていただきました。 

 そこで、10月11日、10月12日の１泊２日で考えたいと思っておりますけれども、皆様、日程

についてはいかがでございましょうか。 

［「はい」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小松﨑文嘉君） それでは、日にちにつきましては、10月11日から12日までの１泊

２日といたします。 

 なお、視察先につきましては、先方の御都合もございますから、正副委員長に一任願います。 
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 また、内容について何か要望等があれば、今こちらでお聞きしたいと思いますけれども、な

いですか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（小松﨑文嘉君） じゃ、こちらにつきましても、正副委員長に御一任いただき、ま

た皆様に御通知をさせていただきたいと思います。 

 以上で、委員会視察についての協議を終わります。 

 以上で、大都市制度調査特別委員会を終了いたします。 

 御苦労さまでした。 

 

午前11時24分散会 

 


